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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次

第28期

第３四半期連結

累計期間

第29期

第３四半期

累計期間

第28期

第３四半期連結

会計期間

第29期

第３四半期

会計期間

第28期

連結会計年度

会計期間
自　平成21年３月１日

至　平成21年11月30日

自　平成22年３月１日

至　平成22年11月30日

自　平成21年９月１日

至　平成21年11月30日

自　平成22年９月１日

至　平成22年11月30日

自　平成21年３月１日

至　平成22年２月28日

営業収益 （百万円） 28,313 27,083 9,243 8,812 37,532

経常利益又は経常損失
（△）

（百万円） △1,864 1,187 △1,074 393 △6,804

四半期純利益又は四半期
（当期）純損失（△）

（百万円） △1,126 1,060 △648 229 △4,104

持分法を適用した場合の
投資利益

（百万円） － － － － －

資本金 （百万円） － － － 11,268 －

発行済株式総数 （株） － － － 60,270,444 －

純資産額 （百万円） － － 48,681 45,885 45,706

総資産額 （百万円） － － 205,107193,193200,389

１株当たり純資産額 （円） － － 822.32 775.09 772.07

１株当たり四半期純利益
又は四半期（当期）純損
失（△）

（円） △19.04 17.92 △10.95 3.87 △69.32

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益

（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － 4.25 － － －

自己資本比率 （％） － － 23.7 23.8 22.8

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

（百万円） 16,441 10,451 － － 20,261

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

（百万円） △704 △1,066 － － △947

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

（百万円） △17,210 △9,255 － － △20,365

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高

（百万円） － － 7,822 8,374 8,244

従業員数 （名） － － 410 397 406

(注) １　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は、連結子会社であったポケット・ダイレクト㈱を第29期第１四半期会計期間において吸収合併したこと

に伴い、第29期第１四半期累計(会計)期間から初めて四半期財務諸表を作成しているため、第28期第３四半期

連結累計(会計)期間及び第28期連結会計年度は連結経営指標等を、第29期第３四半期累計(会計)期間は個別

の経営指標等を記載しております。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、第28期第３四半期連結累計(会計)期間及び第28期連結会計年度

は連結財務諸表等を作成しているため、第29期第３四半期累計(会計)期間については、関連会社が存在しない

ため記載しておりません。

４　第28期第３四半期連結累計(会計)期間及び第28期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、かつ、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。また、第29期第３四半期累計(会計)期間については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動については、「３　関係会社の状況」に記載しております。

３ 【関係会社の状況】

（合　併）

当社のその他の関係会社である三洋信販㈱及び朝日エンタープライズ㈱は、平成22年10月１日付で、

当社のその他の関係会社であるプロミス㈱を存続会社とする吸収合併により解散しております。

　

４ 【従業員の状況】

　提出会社の状況

平成22年11月30日現在

従業員数(名) 397　　(180)　

　　(注) １　従業員数は、就業人員数により記載しております。

　　２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員数であります。

　　３　臨時従業員数には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１　【営業実績】

当社は連結子会社であったポケット・ダイレクト㈱を当事業年度の第１四半期会計期間において吸収合

併したことに伴い、第１四半期会計期間から初めて四半期財務諸表を作成しております。したがって業績数

値に関する前年同四半期会計期間との比較は行っておりません。

(1) 部門別取扱高

部門別

当第３四半期会計期間

自　平成22年９月１日

至　平成22年11月30日

　総合あっせん（百万円） 70,848

　個品あっせん（百万円） 144

　融資（百万円） 6,137

　その他（百万円） 769

　計（百万円） 77,901

(注) １　取扱高は、元本取扱高であります。

２　各部門別の取扱高の内容及び範囲は次のとおりであります。

総合あっせん クレジットカードによる包括的な与信に基づいたあっせん取引であり、取扱高の範囲
はクレジット対象額であります。

個品あっせん クレジットカードを用いず、取引の都度当社が顧客に対する与信審査、与信判断等を行
うあっせん取引であり、取扱高の範囲はクレジット対象額であります。

融資 当社が直接会員または顧客に金銭を貸付ける取引であり、取扱高の範囲は会員または
顧客に対する融資額であります。

その他 保険代理店業務による取引であり、取扱高の範囲は顧客の支払保険料であります。

３　取扱高には、消費税等は含めておりません(総合あっせん及び個品あっせんを除く)。

　

(2) 部門別営業収益

部門別

当第３四半期会計期間

自　平成22年９月１日

至　平成22年11月30日

　総合あっせん（百万円） 2,418

　個品あっせん（百万円） 14

　融資（百万円） 4,714

　その他（百万円） 1,665

　計（百万円） 8,812

(注)　営業収益には、消費税等は含めておりません。
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(3) 営業貸付金等の内訳

①　貸付金の種別残高内訳

貸付種別 件数(件)
構成割合

(％)

残高

(百万円)

構成割合

(％)

平均約定金利

(％)

消費者向

　無担保(住宅向を除く) 279,082100.0 110,052 100.0 17.92

　不動産担保(住宅向を除く) 1 0.0 3 0.0 7.0

　住宅向 ― ― ― ― ―

計 279,083100.0 110,056 100.0 17.92

事業者向 1 0.0 3 0.0 2.9

計 1 0.0 3 0.0 2.9

合計 279,084100.0 110,060 100.0 17.92

(注)　貸付金残高は、「営業貸付金」及び「破産更生債権等」の合計額であります。

　

②　資金調達内訳

借入先等 残高(百万円) 平均調達金利(％)

金融機関等からの借入 62,820 2.69

その他 61,300 1.71

　 社債、コマーシャル・ペーパー 39,300 1.17

　 債権流動化債務 22,000 2.67

合計 124,120 2.20

自己資本 74,887 ―

　 資本金・出資金 11,268 ―

(注)　自己資本は、資産の合計額より負債の合計額並びに配当金の予定額を控除し、引当金(特別法上の引当金を

含む)の合計額を加えた額であります。

　

(4) 割賦売掛金残高

部門別
当第３四半期会計期間末

平成22年11月30日現在

　総合あっせん（百万円） 82,700

　個品あっせん（百万円） 572

計（百万円） 83,273

(注)　割賦売掛金の債権流動化により、オフバランスとなった割賦売掛金が、当第３四半期会計期間末の残高に15,000百万

円含まれております。

　

(5) 営業貸付金残高
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部門別
当第３四半期会計期間末

平成22年11月30日現在

　融資（百万円） 110,056

計（百万円） 110,056

　

(6) クレジットカード会員数及び利用件数

区分

当第３四半期会計期間

自　平成22年９月１日

至　平成22年11月30日

クレジットカード会員数（名） 3,387,677

利用件数 　

　総合あっせん（件） 4,604,453

　個品あっせん（件） 214

　消費者融資（件） 47,235

計（件） 4,651,902

(注)　利用件数については、平成22年11月における月間利用件数であります。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、政府による各種の政策効果により企業収益が改善す

るなど、景気は一部で持ち直しの動きがみられたものの、欧州・米国を中心とした海外景気の悪化懸念や

円高の進行、高水準で推移する失業率など、依然として厳しい状況が続きました。

クレジットカード業界につきましては、日常支出におけるクレジットカード決済の浸透や個人消費の持

ち直し等を背景にカードショッピング取扱高は堅調に推移したものの、貸金業法の完全施行に伴う総量規

制への対応や高水準で推移する利息返還請求など厳しい環境下にあります。

このような環境の中、当社は「クレジットカード本来業務への回帰とビジネスモデルの転換」を骨子

とした経営改善計画に基づき、①選択と集中による営業戦略の再構築 ②経費全般の更なる見直しによる

経営体質の改善 ③組織体制のスリム化と効率化－を着実に進めるとともに、利便性の高い商品・サービ

スの提供を通じてオンリーワン・サービスの追求に努めてまいりました。

当第３四半期会計期間における営業収益につきましては、ショッピングリボ残高及び保証債務残高が

増加したことにより、割賦購入あっせん部門、プロセシング部門の収益は堅調に推移しましたが、貸金業

法の完全施行に伴う総量規制の実施により、融資部門はキャッシング取扱高並びに残高が減少した結果、

営業収益全体では88億12百万円となりました。

営業費用につきましては、経営改善計画を柱とした全社的な業務効率化、コスト削減を着実に実行した

ことに加え利息返還関連費用が減少した結果、営業費用全体では84億12百万円となりました。

以上の結果、営業利益は４億円、経常利益は３億93百万円、四半期純利益は２億29百万円となりました。

なお、当事業年度の第１四半期会計期間から初めて四半期財務諸表を作成しておりますので、前年同四

半期会計期間との比較分析は行っておりません。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べて66億87百万円減少し、1,931億93百万円と

なりました。これは、割賦売掛金が80億72百万円増加したものの、営業貸付金が156億82百万円減少したこ

と等によるものです。

負債合計につきましては、前事業年度末に比べて72億44百万円減少し、1,473億８百万円となりました。

これは主に、有利子負債合計が87億52百万円減少したこと等によるものです。

純資産合計につきましては、前事業年度末から５億57百万円増加し、458億85百万円となりました。これ

は主に、利益剰余金が５億57百万円増加したことによるものです。

また、自己資本比率は、23.8％となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第２四半期会計

期間末に比べ、５億18百万円減少し、83億74百万円となりました。

なお、当事業年度の第１四半期会計期間から初めて四半期財務諸表を作成しておりますので、前年同四

半期会計期間との比較分析は行っておりません。

①　営業活動におけるキャッシュ・フロー

当第３四半期会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、49億４百万円の増加となり

ました。これは主に、割賦売掛金の増加が36億19百万円、営業貸付金の減少が63億８百万円、仕入債務の

増加が19億78百万円となったことによるものです。

②　投資活動におけるキャッシュ・フロー

当第３四半期会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、２億28百万円の減少となり

ました。これは主に、システム開発に伴う無形固定資産の取得による支出２億２百万円によるもので

す。

③　財務活動におけるキャッシュ・フロー

当第３四半期会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、51億95百万円の減少となり

ました。これは主に、有利子負債合計の純減額が49億43百万円となったこと及び配当金の支払による支

出が２億51百万円となったことによるものです。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

特記事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 158,150,000

計 158,150,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)

(平成22年11月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成23年１月14日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 60,270,444 60,270,444
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 60,270,444 60,270,444－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成22年11月30日 － 60,270 － 11,268 － 12,577

　

(6) 【大株主の状況】

プロミス㈱は、平成22年10月１日付にて三洋信販㈱を吸収合併し、新たに主要株主となりました。な

お、同日現在の所有状況は次のとおりでありますが、当社として当第３四半期会計期間末における実質

所有株式数は確認できておりません。

氏名又は名称 住所 保有株券等の数

(千株)

株券等保有割合

(％)

プロミス㈱ 東京都千代田区大手町１丁目２番４号 24,834 41.20
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ことから、直前の基準日（平成22年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①　【発行済株式】

　平成22年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式普通株式 1,070,700

完全議決権株式（その他） 普通株式 59,105,600 591,056 同上

単元未満株式 普通株式 94,144 － 同上

発行済株式総数 　 60,270,444 － －

総株主の議決権 － 591,056 －

(注)　「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」の株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ1,500

株（議決権15個）及び32株含まれております。

　

　
②　【自己株式等】

平成22年８月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数(株)

他人名義

所有株式数(株)

所有株式数

の合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

  ポケットカード㈱
東京都港区芝一
丁目５番９号

1,070,700 － 1,070,700 1.78

計 － 1,070,700 － 1,070,700 1.78

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年３
月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高(円) 264 271 266 254 252 248 238 223 219

最低(円) 248 250 235 239 237 235 221 197 171

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表及び四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第63号）並びに、「クレジット産業に係る会計基準の標準化について」(通商産業省通達60産局291号)

及び「信販会社の損益計算書における金融費用の表示について」(日本公認会計士協会信販・クレジット

業部会部会長報告)の趣旨に基づいて作成しております。

当社は、連結子会社であったポケット・ダイレクト㈱を第１四半期会計期間（平成22年３月１日から平

成22年５月31日まで）において吸収合併したことに伴い、第１四半期会計期間（平成22年３月１日から平

成22年５月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）から初め

て四半期財務諸表を作成しているため、前第３四半期会計期間（平成21年９月１日から平成21年11月30日

まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年３月１日から平成21年11月30日まで）の四半期損益計算書並

びに、前第３四半期累計期間（平成21年３月１日から平成21年11月30日まで）の四半期キャッシュ・フ

ロー計算書は記載しておりません。そのため、前第３四半期連結会計期間（平成21年９月１日から平成21年

11月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年11月30日まで）の四半期

連結損益計算書並びに、前第３四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年11月30日まで）の四

半期連結キャッシュ・フロー計算書を併記しております。また、前事業年度末(平成22年２月28日)の要約貸

借対照表に代えて、前連結会計年度末(平成22年２月28日)の要約連結貸借対照表を記載しております。

なお、当該四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)並びに、「クレジット産業に係る会計基準の標準化について」(通商産業省通達60産

局291号)及び「信販会社の損益計算書における金融費用の表示について」(日本公認会計士協会信販・ク

レジット業部会部会長報告)の趣旨に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年９月

１日から平成21年11月30日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年11月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに、当第３四半期会計期間（平成22年９月１日から平成22年11月

30日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年11月30日まで）に係る四半期財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は平成22年３月１日を合併期日として連結子会社であったポケット・ダイレクト㈱を吸収合併した

結果、連結子会社が存在しなくなったため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１　【四半期財務諸表】
(1)　【四半期貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期会計期間末
平成22年11月30日

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,374

割賦売掛金 ※3, ※4
 68,273

営業貸付金 ※2, ※3, ※4, ※6
 110,056

その他 17,672

貸倒引当金 △19,674

流動資産合計 184,702

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 68

器具備品（純額） ※1
 139

有形固定資産合計 208

無形固定資産

ソフトウエア 3,554

その他 48

無形固定資産合計 3,602

投資その他の資産

投資有価証券 250

その他 ※6
 4,449

貸倒引当金 △20

投資その他の資産合計 4,679

固定資産合計 8,490

資産合計 193,193
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(単位：百万円)

当第３四半期会計期間末
平成22年11月30日

負債の部

流動負債

買掛金 11,153

短期借入金 32,323

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 16,937

コマーシャル・ペーパー 39,300

1年内返済予定の債権流動化債務 ※3, ※4
 1,320

未払法人税等 540

賞与引当金 207

ポイント引当金 585

債務保証損失引当金 1,813

その他 2,158

流動負債合計 106,338

固定負債

長期借入金 ※2
 13,560

債権流動化債務 ※3, ※4
 20,680

退職給付引当金 282

利息返還損失引当金 6,420

その他 27

固定負債合計 40,969

負債合計 147,308

純資産の部

株主資本

資本金 11,268

資本剰余金 12,729

利益剰余金 23,183

自己株式 △1,299

株主資本合計 45,882

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2

評価・換算差額等合計 2

純資産合計 45,885

負債純資産合計 193,193
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　　　【前連結会計年度末の要約連結貸借対照表】
(単位：百万円)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
平成22年２月28日

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,244

割賦売掛金 ※2, ※3
 60,200

営業貸付金 ※2, ※3, ※5
 125,739

その他 16,673

貸倒引当金 △19,216

流動資産合計 191,642

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 76

器具備品（純額） ※1
 174

有形固定資産合計 250

無形固定資産

ソフトウエア 3,877

その他 39

無形固定資産合計 3,916

投資その他の資産

投資有価証券 248

その他 ※5
 4,352

貸倒引当金 △20

投資その他の資産合計 4,580

固定資産合計 8,746

資産合計 200,389
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(単位：百万円)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
平成22年２月28日

負債の部

流動負債

買掛金 8,952

短期借入金 41,430

1年内返済予定の長期借入金 26,513

コマーシャル・ペーパー 11,700

1年内償還予定の社債 19,100

未払法人税等 63

賞与引当金 130

ポイント引当金 690

債務保証損失引当金 1,541

その他 3,073

流動負債合計 113,194

固定負債

長期借入金 12,129

債権流動化債務 ※2, ※3
 22,000

退職給付引当金 268

利息返還損失引当金 7,040

その他 50

固定負債合計 41,488

負債合計 154,683

純資産の部

株主資本

資本金 11,268

資本剰余金 12,730

利益剰余金 23,004

自己株式 △1,299

株主資本合計 45,703

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2

評価・換算差額等合計 2

純資産合計 45,706

負債純資産合計 200,389
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(2)　【四半期損益計算書】
　　　【当第３四半期累計期間】

(単位：百万円)

当第３四半期累計期間
自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日

営業収益

割賦購入あっせん収益 7,199

融資収益 15,226

その他の収益 4,657

営業収益合計 27,083

営業費用

販売費及び一般管理費

販売手数料 2,567

ポイント引当金繰入額 345

貸倒引当金繰入額 7,756

債務保証損失引当金繰入額 1,486

利息返還損失引当金繰入額 909

従業員給与手当賞与 1,687

賞与引当金繰入額 207

その他 8,448

販売費及び一般管理費合計 23,409

金融費用

支払利息 1,403

その他の金融費用 1,080

金融費用計 2,483

営業費用合計 25,893

営業利益 1,190

営業外収益

雑収入 12

営業外収益合計 12

営業外費用

雑損失 14

営業外費用合計 14

経常利益 1,187

特別利益

抱合せ株式消滅差益 378

その他 2

特別利益合計 380

特別損失

固定資産除売却損 24

減損損失 3

特別損失合計 28

税引前四半期純利益 1,540

法人税、住民税及び事業税 621

法人税等調整額 △141

法人税等合計 479

四半期純利益 1,060

EDINET提出書類

ポケットカード株式会社(E04963)

四半期報告書

17/32



　　　【前第３四半期連結累計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日

営業収益

割賦購入あっせん収益 6,371

融資収益 18,478

その他の収益 3,463

営業収益合計 28,313

営業費用

販売費及び一般管理費

販売手数料 2,722

ポイント引当金繰入額 693

貸倒引当金繰入額 8,919

債務保証損失引当金繰入額 1,250

利息返還損失引当金繰入額 2,546

従業員給与手当賞与 2,081

賞与引当金繰入額 236

その他 8,833

販売費及び一般管理費合計 27,285

金融費用

支払利息 1,525

その他の金融費用 1,364

金融費用計 2,889

営業費用合計 30,174

営業損失（△） △1,861

営業外収益

雑収入 8

営業外収益合計 8

営業外費用

雑損失 11

営業外費用合計 11

経常損失（△） △1,864

特別利益

投資有価証券売却益 22

特別利益合計 22

特別損失

固定資産除売却損 20

減損損失 5

その他 1

特別損失合計 26

税金等調整前四半期純損失（△） △1,868

法人税、住民税及び事業税 606

法人税等調整額 △1,348

法人税等合計 △741

四半期純損失（△） △1,126
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　　　【当第３四半期会計期間】
(単位：百万円)

当第３四半期会計期間
自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日

営業収益

割賦購入あっせん収益 2,432

融資収益 4,714

その他の収益 1,665

営業収益合計 8,812

営業費用

販売費及び一般管理費

販売手数料 827

ポイント引当金繰入額 114

貸倒引当金繰入額 2,472

債務保証損失引当金繰入額 462

利息返還損失引当金繰入額 326

従業員給与手当賞与 523

賞与引当金繰入額 89

その他 2,816

販売費及び一般管理費合計 7,633

金融費用

支払利息 432

その他の金融費用 346

金融費用計 778

営業費用合計 8,412

営業利益 400

営業外収益

雑収入 2

営業外収益合計 2

営業外費用

雑損失 9

営業外費用合計 9

経常利益 393

特別損失

固定資産除売却損 1

特別損失合計 1

税引前四半期純利益 392

法人税、住民税及び事業税 207

法人税等調整額 △44

法人税等合計 162

四半期純利益 229
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　　　【前第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間
自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日

営業収益

割賦購入あっせん収益 2,164

融資収益 5,866

その他の収益 1,211

営業収益合計 9,243

営業費用

販売費及び一般管理費

販売手数料 1,025

ポイント引当金繰入額 73

貸倒引当金繰入額 3,044

債務保証損失引当金繰入額 494

利息返還損失引当金繰入額 943

従業員給与手当賞与 644

賞与引当金繰入額 98

その他 2,874

販売費及び一般管理費合計 9,199

金融費用

支払利息 478

その他の金融費用 637

金融費用計 1,115

営業費用合計 10,315

営業損失（△） △1,072

営業外収益

雑収入 1

営業外収益合計 1

営業外費用

雑損失 3

営業外費用合計 3

経常損失（△） △1,074

特別損失

固定資産除売却損 5

減損損失 0

その他 1

特別損失合計 7

税金等調整前四半期純損失（△） △1,082

法人税、住民税及び事業税 △34

法人税等調整額 △399

法人税等合計 △433

四半期純損失（△） △648
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(3)　【四半期キャッシュ・フロー計算書】
　　　【当第３四半期累計期間】

(単位：百万円)

当第３四半期累計期間
自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 1,540

減価償却費 1,343

減損損失 3

貸倒引当金の増減額（△は減少） 458

ポイント引当金の増減額（△は減少） △105

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 272

利息返還損失引当金の増減額（△は減少） △620

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14

抱合せ株式消滅差損益（△は益） △378

固定資産除売却損益（△は益） 17

割賦売掛金の増減額（△は増加） △8,072

営業貸付金の増減額（△は増加） 15,682

仕入債務の増減額（△は減少） 2,200

その他 △2,154

小計 10,201

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 249

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,451

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △53

無形固定資産の取得による支出 △1,007

その他 △4

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,066

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △9,107

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 27,600

長期借入れによる収入 16,210

長期借入金の返済による支出 △24,356

社債の償還による支出 △19,100

配当金の支払額 △503

自己株式の売却による収入 0

自己株式の取得による支出 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,255

現金及び現金同等物に係る換算差額 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 130

現金及び現金同等物の期首残高 7,692

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 551

現金及び現金同等物の四半期末残高 8,374
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　　　【前第３四半期連結累計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,868

減価償却費 1,232

減損損失 5

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,568

ポイント引当金の増減額（△は減少） △115

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 358

利息返還損失引当金の増減額（△は減少） 712

退職給付引当金の増減額（△は減少） 22

投資有価証券売却損益（△は益） △22

固定資産除売却損益（△は益） 10

割賦売掛金の増減額（△は増加） 6,930

営業貸付金の増減額（△は増加） 7,207

仕入債務の増減額（△は減少） 3,163

その他 △2,043

小計 17,159

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △717

営業活動によるキャッシュ・フロー 16,441

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △76

無形固定資産の取得による支出 △748

投資有価証券の売却による収入 24

その他 95

投資活動によるキャッシュ・フロー △704

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,709

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △1,000

長期借入れによる収入 7,227

長期借入金の返済による支出 △23,443

社債の償還による支出 △12,200

債権流動化による収入 11,000

配当金の支払額 △503

自己株式の売却による収入 0

自己株式の取得による支出 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △17,210

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,478

現金及び現金同等物の期首残高 9,301

現金及び現金同等物の四半期末残高 7,822
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【簡便な会計処理】

　

　
　

当第３四半期累計期間
自　平成22年３月１日　至　平成22年11月30日

繰延税金資産の算定方法 　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、第２四半期会計期間末以降に経営環

境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、第２四半期

会計期間末において使用した将来の業績予想やタックス・プランニングを利用する

方法によっております。

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第３四半期会計期間末
平成22年11月30日

※１　有形固定資産の減価償却累計額 570百万円

※２　担保資産

(1) 　担保に供している資産

営業貸付金 23,164百万円

(2) 　対応する債務

1年内返済予定の長期借入金 4,812百万円

長期借入金 3,611百万円

　　　　　　計 8,423百万円

 

※３　債権の流動化

　債権流動化に伴い、当第３四半期会計期間末において、割賦売掛金15,000百万円がオフバランスとなってお
ります。

　また、この他に割賦売掛金11,000百万円及び営業貸付金11,000百万円を信託受益権として流動化しておりま
す。

※４　債権流動化債務

　割賦売掛金11,000百万円及び営業貸付金11,000百万円を信託受益権として流動化したことに伴う資金調達
額であります。

５　偶発債務

保証業務に係る保証債務残高 49,320百万円

※６　営業貸付金の不良債権の状況

区分 金額(百万円)

破綻先債権 621

延滞債権 5,717

３ヶ月以上延滞債権 1,978

貸出条件緩和債権 9,047

合計 17,366

(1) 　破綻先債権

　元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁
済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金(以下「未収利息不計上貸付金」)のうち、破
産債権、更生債権その他これらに準じる債権であります。

(2) 　延滞債権

　未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の
支払を猶予したもの以外の債権であります。

(3) 　３ヶ月以上延滞債権

　元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している貸付金で、破綻先債権及び延滞債権に
該当しないものであります。

(4) 　貸出条件緩和債権

　債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放
棄その他の債務者に有利となる取決めを行なった貸付金で、破綻先債権、延滞債権及び３ヶ月以上延滞債権に
該当しないものであります。
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当事業年度の第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間から初めて四半期財務諸表を作成している

ため、前事業年度末の要約貸借対照表に代えて、前連結会計年度末の要約連結貸借対照表を記載しており

ます。

なお、前連結会計年度末の要約連結貸借対照表に係る注記は次のとおりであります。

　

前連結会計年度末
平成22年２月28日

※１　有形固定資産の減価償却累計額 654百万円

※２　債権の流動化

　債権流動化に伴い、当連結会計年度末において、割賦売掛金15,900百万円がオフバランスとなっております。

　また、この他に割賦売掛金11,000百万円及び営業貸付金11,000百万円を信託受益権として流動化しておりま
す。

※３　債権流動化債務

　割賦売掛金11,000百万円及び営業貸付金11,000百万円を信託受益権として流動化したことに伴う資金調達額
であります。

　４　偶発債務

保証業務に係る保証債務残高 40,181百万円

※５　営業貸付金の不良債権の状況

区分 金額(百万円)

破綻先債権 611

延滞債権 5,977

３ヶ月以上延滞債権 1,582

貸出条件緩和債権 8,481

合計 16,652

(1) 　破綻先債権

　元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済
の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金(以下「未収利息不計上貸付金」)のうち、破産債
権、更生債権その他これらに準じる債権であります。

(2) 　延滞債権

　未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の
支払を猶予したもの以外の債権であります。

(3) 　３ヶ月以上延滞債権

　元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している貸付金で、破綻先債権及び延滞債権に
該当しないものであります。

(4) 　貸出条件緩和債権

　債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄
その他の債務者に有利となる取決めを行なった貸付金で、破綻先債権、延滞債権及び３ヶ月以上延滞債権に該
当しないものであります。
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(四半期損益計算書関係)

当第３四半期累計期間（自　平成22年３月１日　至　平成22年11月30日）及び当第３四半期会計期間

（自　平成22年９月１日　至　平成22年11月30日）

該当事項はありません。

　

当事業年度の第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間から初めて四半期財務諸表を作成している

ため、前第３四半期累計期間及び前第３四半期会計期間については記載しておりません。

なお、前第３四半期連結累計期間及び前第３四半期連結会計期間における（四半期連結損益計算書関

係）注記は次のとおりであります。

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日）及び前第３四半期連結会

計期間（自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日）

該当事項はありません。

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期累計期間
自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に記載されて
いる現金及び預金勘定は一致しております。

　

当事業年度の第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間から初めて四半期財務諸表を作成している

ため、前第３四半期累計期間については記載しておりません。

なお、前第３四半期連結累計期間における（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）注記は次の

とおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に記載さ
れている現金及び預金勘定は一致しております。
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(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末（平成22年11月30日現在）及び当第３四半期累計期間（自　平成22年３月１

日　至　平成22年11月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
会計期間末(株)

　普通株式 60,270,444
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
会計期間末(株)

　普通株式 1,070,898
　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年４月13日
取締役会

普通株式 251 4.25平成22年２月28日平成22年５月13日利益剰余金

平成22年10月13日
取締役会

普通株式 251 4.25平成22年８月31日平成22年11月12日利益剰余金

　
(2)　基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

(セグメント情報)

当事業年度の第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間から初めて四半期財務諸表を作成している

ため、セグメント情報については記載しておりません。

なお、前第３四半期連結会計期間及び前第３四半期連結累計期間におけるセグメント情報は次のとお

りであります。
　

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日）及び前第３四半期連結累

計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日）

全セグメントの営業収益の合計、営業利益の合計額に占める「金融サービス事業」の割合が、いずれ

も90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。
　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日）及び前第３四半期連結累

計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日）

在外子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。
　

【海外営業収益】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日）及び前第３四半期連結累

計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日）

海外営業収益が連結営業収益の10％未満のため、海外営業収益の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末

平成22年11月30日

775.09円

　

当事業年度の第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間から初めて四半期財務諸表を作成している

ため、前事業年度末の要約貸借対照表に代えて、前連結会計年度末の要約連結貸借対照表を記載しており

ます。

なお、前連結会計年度末における１株当たり純資産額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度末

平成22年２月28日

772.07円

　

　　２  １株当たり四半期純利益または四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期累計期間

当第３四半期累計期間

自　平成22年３月１日

至　平成22年11月30日

１株当たり四半期純利益 17.92円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目

当第３四半期累計期間

自　平成22年３月１日

至　平成22年11月30日

四半期損益計算書上の四半期純利益（百万円） 1,060

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,060

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式の期中平均株式数（株） 59,199,770

　
　

第３四半期会計期間

当第３四半期会計期間

自　平成22年９月１日

至　平成22年11月30日

１株当たり四半期純利益 3.87円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目

当第３四半期会計期間

自　平成22年９月１日

至　平成22年11月30日

四半期損益計算書上の四半期純利益（百万円） 229

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 229

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式の期中平均株式数（株） 59,199,629
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当事業年度の第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間から初めて四半期財務諸表を作成している

ため、前第３四半期累計期間及び前第３四半期会計期間については記載しておりません。

なお、前第３四半期連結累計期間及び前第３四半期連結会計期間における１株当たり四半期純損失及

び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は次のとおりであります。

　
第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間

自　平成21年３月１日

至　平成21年11月30日

１株当たり四半期純損失 △19.04円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在
しないため記載しておりません。

　　　(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目

前第３四半期連結累計期間

自　平成21年３月１日

至　平成21年11月30日

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（百万円） △1,126

普通株式に係る四半期純損失（百万円） △1,126

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式の期中平均株式数（株） 59,200,413

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間

自　平成21年９月１日

至　平成21年11月30日

１株当たり四半期純損失 △10.95円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在
しないため記載しておりません。

　　　(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目

前第３四半期連結会計期間

自　平成21年９月１日

至　平成21年11月30日

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（百万円） △648

普通株式に係る四半期純損失（百万円） △648

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式の期中平均株式数（株） 59,200,276
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２ 【その他】

平成22年10月13日開催の取締役会において、平成22年８月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対

し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

(1) 中間配当金の総額  　　　　　　　　　　　　 　251百万円

(2) １株当たりの金額 　　　                  　 　４円25銭

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成22年11月12日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２２年１月１３日

ポケットカード株式会社

取締役会  御中

　

　　　　　有限責任監査法人 ト ー マ ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 　　　　猪 瀬 忠 彦 　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 　　　　遠 藤 康 彦 　印
　

　 　 　

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているポ

ケットカード株式会社の平成２１年３月１日から平成２２年２月２８日までの連結会計年度の第３四半期連

結会計期間（平成２１年９月１日から平成２１年１１月３０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２

１年３月１日から平成２１年１１月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ポケットカード株式会社及び連結子会社の平

成２１年１１月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結

累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２３年１月１２日

ポケットカード株式会社

取締役会  御中

　

　　　　　有限責任監査法人 ト ー マ ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 　　　　猪 瀬 忠 彦 　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 　　　　遠 藤 康 彦 　印
　

　 　 　

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているポ

ケットカード株式会社の平成２２年３月１日から平成２３年２月２８日までの第２９期事業年度の第３四半

期会計期間（平成２２年９月１日から平成２２年１１月３０日まで）及び第３四半期累計期間（平成２２年

３月１日から平成２２年１１月３０日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損

益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ポケットカード株式会社の平成２２年１１月３０日現

在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四

半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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